
住宅産業界、冬の時代の到来か
㈳住宅生産団体連合会監事　那珂 正

［㈶ベターリビング理事長］
　住宅産業界はいよいよ、厳
しい冬の時代に突入しそうで
ある。
　関係者の間では、なお記憶
に新しいことだが、建築構造
計算偽装事件、いわゆる「姉
歯事件」が発覚したのは平成
17 年 11 月、その後も引き続き
明らかになった何件かの建築
構造計算の同種の事件が重な
り、また、これらと相前後し
て、住宅等の部材や設備の品質偽装事件や不具合事故
などが次々と起き、直接のユーザーはもちろん国民一
般の不安を募らせ、世間を大いに騒がせることとなっ
た。その結果、建築基準法、消費生活用製品安全法等
安全や品質の確保に関する関係諸法令や規制基準の強
化・改正が行われ、加えて、改正建築基準法等の施行
に際し、相当に厳格な運用が始まったこと等から、一
時、建築確認が大幅に滞り、建築・住宅市場は大混乱
に陥ってしまい、住宅着工等の激減、住宅投資等の大
幅な減少をもたらすこととなった。
　昨年夏には、さらに、米国に於いて、いわゆるサブ
プライム問題が一段と深刻化し、ついには金融不安
にまで発展して米国における景気後退の引き金となっ
た。この金融問題は当然世界各国にも拡大するところ
となり、またさらに、世界的規模で進行しているエネ
ルギー、食料その他の資源価格の高騰、地球環境問題
の深刻化、地域紛争の頻発等と複合的に重なり、言わ
ば世界経済の構造的問題にまで発展した。これらは各
国の経済に徐々にではあっても確実に深刻な影響を及
ぼし始めている。わずか数年間、しかも細々とした好
景気が続いてきた我が国経済もその影響で、あっとい
う間に暗雲が立ち込めてきて、改正建築基準法ショッ
クから何とか早く立ち直ろうとしている住宅産業に大
いに冷や水を浴びせることとなった。
　そうでなくても、住宅産業界は、本格的な高齢社会、
人口・世帯減少社会の到来を迎え、将来の新設住宅着
工戸数などにあまり明るい見通しをもてない状況にあ
る。今回の景気低迷が相当長期にわたることが懸念さ

れる以上、住宅産業界は厳しい冬の時代の到来を覚悟
しなければならない。
　しかしそれにもかかわらず、私は住宅産業の将来に
ついてある種の楽観的見通しを持っている。
　その理由の第一は、良い住宅の確保、そして居住の
安定ということが国民生活の発展に欠かせない重要な
社会的基盤であるという理解が、経済界、政治の世界
をはじめ広く社会一般の共通認識となってきたからで
ある。このことは一昨年公布・施行された住生活基本
法の制定に象徴的に表れている。
　第二は、とりわけ住宅産業界のリーダーたちがこの
共通認識のもと市場を通じて国民の住生活の向上を図
ろうという社会的役割を強く意識し、小異をのり越え
て業界が一致協力して問題解決にあたるという基本姿
勢を常に堅持しているからである。特に、この 10 年
間ほどの住団連の活動は、地道な基礎的調査研究活動
から税制改正や基本法などの法令制定にかかる行政、
政治へのはたらきかけに至るまで、実に目を見張るも
のであり、その社会的役割を十分に感じさせるもので
あった。
　楽観論の理由の第三は、今後、住宅産業界の進むべ
き道が、住生活基本法およびそれに基づく住生活基本
計画に、わかりやすく、またある種の明るい見通しを
もって示唆されているからである。詳述する余裕はな
いので敢えて簡潔に言うならば、新築中心の産業構造
から住宅ストックとその関連する居住サービス中心の
産業構造への転換を急ぐことではないだろうか。
　また、ストック市場活性化を図るためには、各企業
毎の対応とは別に、共通のインフラの整備等が新築住
宅市場以上に必要である。そのため、既存住宅の性能
評価システム、瑕疵担保履行法等に基づく性能保証シ
ステム等既に具体化されているもののほか、超長期住
宅にかかる住宅履歴書システムや部品交換システム、
中古住宅にかかる税制や住宅ローンシステムなどにつ
いて、住宅ストック市場のための共通インフラとして
整備、充実、普及をしていくことが必要であり、住団
連会員各位の一層の努力を期待したい。

豊かな住生活をめざして─
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◇�住団連　住宅業況調査
　平成20年度第2回調査結果まとまる
○調査期間　平成 20 年 7 月
○調査対象　�住団連会員会社の支店、営業所、展示

場等の営業責任者
○回答数　　「戸建注文住宅」　：　164 事業所
　　　　　　「低層賃貸住宅」　：　 64 事業所
A「戸建注文住宅」
1. 対前四半期比総受注棟数・金額
（1）実績
　平成 20 年 4 ～ 6 月の受注実績は、1 ～ 3 月の実
績に比べて総受注棟数が、マイナス 21 ポイント、
総受注金額もマイナス 3ポイントの結果となった。
　総受注棟数は、前 4月度の大幅なプラスの反動か
らか、マイナスに。総受注金額も、同じくマイナス
に反落した。（前 4月度は、総受注棟数プラス 38、
金額プラス 4）
　地域別の総受注棟数では、北海道（プラス・マイ
ナス 0）以外の地域は、東北（マイナス 12）、関東
（マイナス 25）、中部（マイナス 8）、近畿（マイナ
ス 24）、中国・四国（マイナス 31）、九州（マイナ
ス 35）と、中部以外は、二桁のマイナスと、全体
としてもマイナスとなる結果であった。
（2）見通し
　平成 20 年 7 ～ 9 月の見通しでは、4 ～ 6 月の実
績に比べ総受注棟数プラス 17・受注金額プラス 4
ポイントである。（前 4月度総受注棟数マイナス 5・
金額マイナス 3）　
　総受注棟数では、東北（マイナス 6）がマイナス、
中国・四国（プラス・マイナス 0）が変わらずと
の見通しだが、北海道（プラス 10）、関東（プラス
23）、中部（プラス 20）、近畿（プラス 13）、九州
（プラス 38）がその反動か、プラス回復と見ており、
全体としてプラス回復するとの見通しである。
2. 一棟当り床面積の動向について
（1）実績
　平成 20 年 4 ～ 6 月の床面積実績はマイナス 3と
なった。増床傾向の前期から一転、マイナスに反落
した。（前 4月度プラス 6）
　全国では、「狭くなっている・やや狭くなってい
る」（前 4月度 22％から 26％に）、「変わらない」（前

49％から 51％に）の割合が増加し、「やや広くなっ
ている・広くなっている」（前 29％から 23％に）が
減少し、全体としての一棟当り床面積は減少傾向に
なった。
　地域別では、「やや広くなっている・広くなって
いる」の割合は、北海道（前 0％から 30％に）、関
東（前 22％から 28％に）以外の 5地域は、東北（前
40％から25％に）、近畿（前33％から9％に）、九州（前
31％から 0％に）を始めとして減少、「やや狭くなっ
ている・狭くなっている」は、中部（前 26％から
19％に）以外の 6地域が増加しており、全国的な傾
向を表していると思われる。
（2）見通し
　平成 20 年 4 ～ 6 月の見通しは、プラス・マイナ
ス 0である。（前 4月度マイナス 2）
　全国では、「やや広くなりそう・広くなりそう」（前
9％から 15％に）、「狭くなりそう・やや狭くなりそ
う」（前 13％から 14％）の割合が共に増加し、「変
わらない」（前 78％から 71％に）が減少したものの、
全体としては現状維持であるとの見通しである。
　地域別では、「やや広くなりそう・広くなりそう」
は、北海道（前 0％から 30％に）、東北（前 10％か
ら 13％に）、関東（前 7％から 17％に）、近畿（前 5％
から 17％に）の、4 地域が増加したが、東北、関
東の 2地域は「狭くなりそう・やや狭くなりそう」
も増加しており、各地域によるバラツキもあり、北
海道が増床傾向を表している。
3. 建替率（実績）の動向について
　各社の支店・営業所・展示場における、平成 20
年 4 ～ 6 月の総受注棟数に占める、建替物件の（実
績）割合である。
　全国では、「50％以上」（前 22％から 26％に）が、
前期に引き続き増加し、「40％未満」（前 66％から
57％に）が減少しており、建替え受注の回復傾向が
継続しているという結果となった。
　地域別では、「50％以上」は、北海道、東北、関
東、近畿地域で増加し、「40％未満」は全地域で減
少しており、全体として増加傾向。大都市周辺と、
地方都市との地域性もあるが、住宅市場が厳しい
中、各企業の建替に向けた努力の効果が表れている
のではないか。



戸建注文住宅総受注棟数（実績）割合 戸建注文住宅受注棟数指数

戸建注文住宅総受注金額（実績）割合

戸建注文住宅受注床面積（実績）割合

戸建注文住宅建替率の動向について
（受注棟数に占める建替物件の実績割合）

B「低層賃貸住宅」
1. 対前四半期比総受注戸数・金額
（1）実績
　平成 20 年 4 ～ 6 月の総受注実績は、1 ～ 3 月の
実績に比べ、総受注戸数マイナス 18・金額マイナ
ス 14 と、総受注戸数・金額ともに前期のプラスか
らマイナスへと反落した。（前 4月度総受注戸数プ
ラス 7・金額プラス 5）
　総受注戸数の地域別で見ると、北海道（プラス
25）、中部（プラス 14）の 2地域以外は、東北（マ
イナス 33）、関東（マイナス 18）、近畿（マイナス
30）、中国・四国（マイナス 57）、九州（マイナス
25）と、マイナス幅が大きく、全体としてマイナス
に反落という結果になった。特に、中・四国、九州
の 2地域は、3期連続のマイナスと苦戦が続いてい
る。
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（2）見通し
　平成 20 年 7 ～ 9 月の見通しは、総受注戸数プラ
ス 23・金額プラス 18 である（前 4月度総受注戸数
プラス 4・金額マイナス 7）。
　地域別の総受注戸数は、近畿（プラス 50）の大
幅プラスを始め、北海道（プラス 12）、東北（プラ
ス 17）、関東（プラス 16）、中部（プラス 28）、中国・
四国（プラス 32）、九州（プラス 13）の全て地域で
プラスを想定しており、前期の反動もあり、全体と
してもプラスに回復するとの見通しとなった。
2. 一戸当り床面積（実績）の動向について
　平成 20 年 4 ～ 6 月の実績は、マイナス 3である。
11 四半期連続で増床傾向が継続していたが、3年ぶ
りにマイナスに転落した（前 4月度プラス 11）。
　全国では、「狭くなっている・やや狭くなってい
る」（前 16％から 20％に）、「変わらない」（前 53％
から 62％に）の割合が増加し、「やや広くなってい
る・広くなっている」（前 31％から 18％に）が大幅
減少という状況で、全体として床面積はマイナス基
調になっている。
　地域別でも、「やや広くなっている・広くなって
いる」は、北海道（前 0％から 25％に）、のみが増
加で、他の地域は減少し、「狭くなっている・やや
狭くなっている」は、近畿（前 0％から 40％に）の
大幅増加を始めとして、東北、関東、中部、中・四
国を含めた 5地域で増加しており、全国的に増床傾
向に歯止めがかかった、との推察もできる。
3. 低層賃貸住宅経営者の供給意欲について
　平成 20 年 7 月調査時点における、住宅会社側か
らみた経営者の供給意欲度である。
　全国では、「かなり強い・強い」（前 16％から 6％
に）が激減し、「普通」（前 34％から 35％に）は、
ほぼ横ばい、「やや弱い・弱い」（前 50％から 59％
に）が増加と、経営者のマインドは全体的に下がっ
ており、供給意欲度については、低下傾向といった
感じである。
　地域別でも、「かなり強い・強い」は、東北、関
東、近畿、の 3地域が大きく減少し、中部、九州は、
ほぼ横ばいになっており、地域的なばらつきがある
ものの、大都市圏での意欲度が弱まっているという
傾向が見える。

賃貸住宅総受注戸数（実績）割合

賃貸住宅総受注金額（実績）割合

賃貸住宅受注床面積（実績）割合

賃貸住宅経営者の供給意欲について



低層賃貸住宅受注戸数指数

住宅業況調査 追加アンケート 
住宅ローン減税期限切れに関する営業現場責任者
に対するアンケート調査報告

　今回は、今年の 12 月末で、住宅ローン減税の期
限切れを迎える事から、今後の営業活動の対応、顧
客の反応について、下記の追加アンケートを実施し
ました。

【実施概要】
　期間：2008 年 6 月下旬～ 7月中旬
　回答数：173 件
　対象エリア：全国

【要約】
・�住宅ローン減税の顧客への説明は、69％の方が「見
通しが分からない」と説明しており、現状では希
望的観測的な説明をする方は 10％である。

・�住宅ローン減税が不確定の現状での契約への影響
は、「影響を受ける」と見ている方が 68％と多く、
経済環境が厳しい中、更なる懸念を感じている。
・�住宅ローン減税制度への顧客の要望は、98％が「継
続を希望」しており、そのうち 68％が「より効果
的な制度」を要望している。その場合、制度拡充
の要望としては、「住民税からの減額」が約 42％
と一番割合が多く、「期間の延長」が 31％、「所得
税との差額を還付（給付）」が 27％であった。

【アンケート集計結果】

問 1�．これからは、年内入居が間に合わないケー
スが多くなると想定されますが、顧客への
ローン減税の説明話法はどうされますか？

1.　�来年もローン減税の延長が認められるのでは
と希望的観測で説明する。　　　　　　17 件

2.　�現税制度の見通しは、まったく分からないと
説明する。　　　　　　　　　　　　 120 件

3.　�あまり、ローン減税問題には触れないで、商
談を進める。　　　　　　　　　　　　23 件

4.　その他　　　　　　　　　　　　　　　13 件

問 2�．ローン減税が不確定の状況で、契約への影
響度は如何ですか？

1.　�消費者マインドの低下で、大きな打撃を受け
ると心配している。　　　　　　　　　41 件

2.　�かなり影響を受ける。　　　　　　　　75 件
3.　�あまり影響は無いと思う。　　　　　　54 件
4.　その他　　　　　　　　　　　　　　　 2 件
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問 3�．現行のローン減税では、制度上、所得税の
納付額が少ない方は効果が薄いと言われてい
ますが、顧客の要望は如何ですか？

1.　�ローン減税制度は廃止しても良い。　　 1件
2.　�現行制度で良いから継続して欲しい。　54 件
3.　�現行制度から拡充して、効果のある減税制度
にして欲しい。　　　　　　　　　　 115 件

その場合　①減税期間の延長を希望する。
36 件

　　　　　②�所得税との差額を還付（給付）
して欲しい。　　　　　　 31 件

　　　　　③住民税からも減税して欲しい。
48 件

4.　その他　　　　　　　　　　　　　　　 1件

◇�『平成 21 年度住宅土地関連税制改
正要望』決まる

　住団連では、平成 21 年度税制改正要望をとりま
とめ、8月 26 日に公表いたしました。

平成 21年度住宅土地関連税制改正要望
　原油価格の高騰や米国のサブプライムローン問
題などによる影響が、世界経済全体に波及してお
り、国内でも、株価の大幅下落、急激な円高に加え
て、農産物不足による食料品やガソリンの値上り
が、家計を直撃するなど、消費者心理が冷え込み、
日本経済の減速感が顕著に現れてきている。
【内需拡大の柱として】
　住宅ローンの超低金利水準は、本来なら住宅着
工戸数を押し上げる要因のひとつであるはずだが、
それでもなお昨年の新規住宅着工数は実に 40 年ぶ
りの低水準に落ち込んだ。建築確認申請の厳格化に
よる影響がもっぱら指摘されているが、より深刻な
問題として前述の通り景気低迷に伴う消費者心理
の冷え込みがある。
　景気反転の予兆が乏しい上に加えて、資材価格の
高騰、住宅ローン減税の廃止などが追い討ちをかけ
るように潜在的な住宅需要の芽を摘みかねない。そ
の結果、昨年からの住宅着工の大幅な減少に歯止め
がかからず、日本の景気全体の足を引っ張る状況に
なることを危惧する。そのためにも経済的波及効果
が極めて高い住宅産業を核に、今こそ、国としての、
内需を中心とした経済政策、景気対策の一層の充実
が求められる。
【ストック型社会への移行】
　住宅政策においても、2006 年 6 月「住生活基本法」
が施行され、「量から質」への転換と住生活水準の
向上を目指すこととなった。そして、2007 年 5 月
に自民党住宅土地調査会から「200 年住宅ビジョン」
が提言され、フロー消費型の社会から「いいものを
つくって、きちんと手入れをして、長く大切に使う」
ストック型社会への転換が提唱された。さらに、地
球環境の上からも、低炭素社会への転換が急務であ
り、省エネ住宅・省エネ機器の普及促進が重要な課
題となってきている。
　然しながら、日本の住宅ストックは質的な面にお
いて、他の先進国と比較し劣っていると言わざるを
得ない。一人当たり床面積、満足度、耐用年数など



歴然とした差があるのが現実である。
【豊かな住生活の実現】
　住宅は、国民の生活基盤であり、明日への創造と
活力を生み出す源泉である。国民が、さまざまなラ
イフスタイルを楽しみ、安心して子育てにいそし
み、高齢者も元気に生活でき、若い世代も活き活き
として、その夢が実現できる社会・居住インフラの
整備が重要である。
　長期優良住宅促進法案の早期成立を期すととも
に、これを受けて、来年こそ住宅政策を国の重要政
策として位置づけ、強力に推進し、ストック型社会
への転換の第一歩とすべきである。
　また、消費税引上げの議論に際しては、社会的な
資産としての住宅のあり方の観点から、抜本的な見
直しの議論が望まれる。
【持続的経済発展を目指して】
　国民及び企業の活力を引き出し、内需主導の持続
的経済発展に資する税制として住宅関連において
は次の 2点が重要である。
　第一に、国民の自助努力による持家取得に応える
本格的な住宅取得支援の税制
　第二に、良質な住宅ストックを構築し、安全で豊
かな住生活を実現する税制

ついては、来年度税制改正において、重点項目とし
て下記の通り要望する。

【重点項目】
1．住宅ローン減税制度の継続・拡充
2．長期優良住宅などの普及促進税制の創設
3．住宅投資減税制度の導入
4．既存住宅に係る改修促進税制の継続・拡充
5．�住宅及び土地に係る流通課税の抜本的見直し
と特例措置の延長（不動産取得税・登録免許税・
印紙税）

良質な住宅ストックの構築
1．住宅ローン減税の継続・拡充
　住宅ローン減税制度は、1986 年より幾多の変遷
はあるにせよ 20 年以上に亘り住宅取得者にとって
は、社会的制度として定着している。住宅取得層の
大半を占める若い子育て世代（団塊ジュニア・ポス
ト団塊ジュニア）の持家志向は、依然として強い。

然しながら、三位一体改革により年収 400 万円～
500 万円層に対して、ローン減税額が縮減されるな
どの弊害も出てきており、若い世代の夢の実現、子
育て期の住まいの充実等が図られる税制へ、制度の
拡充を図り延長すべきである。
　また、住宅投資の増大は、その経済波及効果から
他産業への影響も大きく、我国の経済活性化にも貢
献する。
（1�）住宅ローン残高の一定割合を一定期間所得税額
控除する。
　　借入限度額 3,000 万円、15 年間、1％とする。
（2�）子育て世帯、高齢者同居世帯に対しては、特別
加算等の配慮をすべきである。

（3�）減税効果が確保できない層に対しては、住民税
や戻し税等の配慮をする必要がある。
2．長期優良住宅などの普及促進税制の創設
　長期優良住宅や省エネ性能など、ある一定基準以
上の性能を有する住宅の取得については、普及促進
を図る税制を創設すべきである。
（1�）長期にわたり使用する主旨に鑑みて、住宅ロー
ン残高の一定割合を下記の期間所得税額控除す
る。
　　借入限度額 3,000 万円、20 年間、1％とする。
3．住宅投資減税制度の導入
　ストック型社会への転換を推進するために、ある
一定基準以上の性能を満たす新築住宅・既存住宅の
取得、耐震・バリアフリー・省エネ改修工事につい
ては、総費用を対象とする住宅投資減税制度を新た
に導入すべきである。
（1�）新築・既存住宅の取得、リフォーム工事に際し、
省エネ・バリアフリー・耐震等の面で一定以上の
性能基準を満たす住宅を対象とする。

（2�）住宅ローン減税と住宅投資減税は、選択制とする。
4．既存住宅に係る改修促進税制の継続・拡充
　住生活基本計画の成果指標を達成するためには、
各種改修促進税制を延長するとともに下記のとお
り要件を緩和すべきである。
（1）耐震改修促進税制：控除額を 40 万円に拡大。
（2�）バリアフリー改修促進税制：適用条件の緩和、
ローン条項の撤廃。

（3�）省エネ改修促進税制：適用条件の緩和、ローン
条項の撤廃。（適用期限：平成 20 年 12 月 31 日）
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5�．既存住宅を買取り、再生し販売する場合の不
動産取得税の軽減措置の創設
　既存住宅を買取り、耐震性等をチェックし、再生・
販売することは、住宅ストックの有効活用を進め、
既存住宅の流通市場を活性化し、国民の住生活への
選択肢を拡げるために、重要な施策である。次の措
置を図る。
（1�）既存住宅を住宅業者や不動産業者が買取り、再
生・販売する場合、2年以内に当該既存住宅を個
人に売却することを条件に、買取り時の不動産取
得税を減免する措置を講じる。
6．ファミリー向け賃貸住宅建設促進税制の創設
　少子高齢化対策として、環境問題にも配慮し、法人
又は個人が広さや耐久性や省エネルギーで、一定の良
質なファミリー向け賃貸住宅を建設した場合及び、持
ち家を借家として供給した場合、次の措置を行う。
（1）通常の減価償却期間を、1/2 に短縮する。
　（対象となる賃貸住宅）
　①�戸当り床面積は 60 ㎡以上で、長期耐久性と省
エネルギー性に優れた賃貸住宅

　②持ち家を借家として供給した場合の賃貸住宅
7．高齢者向け優良賃貸住宅の減価償却の特例の延長等
　高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制に基づく
賃貸住宅について、当初 5年間 1.4 倍の割増償却（耐
用年数 35 年未満：1.28 倍の割増償却）の特例を延
長するなど、高齢者の居住安定確保に資する税制の
充実を図る。　　（適用期限：平成 21 年 3 月 31 日）

住宅流通市場の活性化
8�．住宅及び土地に係る登録免許税の手数料化と
特例措置の延長
　住宅の所有権の保存登記、移転登記、抵当権設定
登記、土地の所有権移転登記及び抵当権設定登記に
係る登録免許税については、手数料的な性格である
ことに鑑み、低額な定額課税（手数料化）とする。
　少なくとも、次の特例については延長を図るもの
とする。
（1）住宅用家屋の所有権の保存登記の税率の軽減
　　　　　　（本則：4/1000 →現行：1.5/1000）
（2）住宅用家屋の所有権の移転登記の税率の軽減
　　　　　　（本則：20/1000 →現行：3/1000）
（3�）住宅取得資金の貸付に係る抵当権設定登記の税

率の軽減　（本則：4/1000 →現行：1/1000）
（適用期限：平成 21 年 3 月 31 日）

9．不動産取得税の廃止及び特例措置の延長
　土地に係る不動産取得税を含め、流通を阻害する
不動産取得税の制度そのものの廃止等抜本的見直
しを行う。
　少なくとも、次の特例については延長を図るもの
とする。
（1�）住宅及び土地の取得に対する不動産取得税の税
率の軽減　　 （現行 3％；本則 4％）

（2�）宅地評価土地の取得に係る不動産取得税の課税
標準の特例　 （課税標準を 1/2 に減額）

（適用期限：平成 21 年 3 月 31 日）
10�．不動産の売買及び建築請負契約に係る印紙税
の廃止及び特例措置の延長

　不動産の売買及び建築請負に関する契約書に係
る印紙税については、廃止する。
　少なくとも、次の特例については延長を図るもの
とする。
（1�）不動産の売買及び建設工事の請負契約に係る印
紙税の軽減措置　（適用期限：平成21年3月31日）

保有に係る住宅税制の改善
11．住宅の固定資産税の評価方法の見直し
　平成 21年度に固定資産の評価替えが行われるが、
住宅家屋に関する固定資産税評価は、ゆとりある住
生活を目指し、良質な住宅ストックを構築していく
という観点から、現行の資産評価方式を改め、用途
と面積に応じた評価方法の導入を図るべきである。
（1�）建物の用途で、事業用・非事業用、住宅・非住
宅で評価の軽減を行う。

（2�）建物評価基準を、1㎡標準単価方式とし、わか
りやすいものに簡素化する。

（3）耐震性に優れた住宅への割引制度を導入する。

12�．特定市街化区域の農地の所有者が新築した中
高層耐火建築物である貸家住宅・敷地に係る固
定資産税の減額措置の延長

　特定市街化区域農地の所有者等が、その農地の転
用届出後に、その土地の上に第一種中高層耐火建築
物、又は第二種中高層耐火建築物で、一定の要件の
貸家住宅を新築し、貸家の用に供している場合は、
建物及び敷地について固定資産税が減額される措



置を延長する。　（適用期限：平成 21 年 3 月 31 日）

その他の税制の延長
13．特定の事業用資産の買換えの場合の特例の延長
　法人又は個人が事業用資産を譲渡し、一定の期間
内に特定の事業用資産を取得し、これを事業の用に
供した場合に、譲渡資産の譲渡益の 80％相当額ま
での課税の繰延を認める措置を延長する。

（適用期限：平成 20 年 12 月 31 日）
14�．優良住宅地等に係る長期譲渡所得課税の特例
の延長

　優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した
場合の長期譲渡所得の課税の特例を延長する。2000
万円以下について軽減税率　（20％→ 14％）

（適用期限：平成 20 年 12 月 31 日）
15．特定住宅地の造成等に係る特別控除の延長
　特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡し
た場合の譲渡所得の1,500万円特別控除を延長する。

（適用期限：平成 20 年 12 月 31 日）
16�．法人の短期・長期保有土地に係る譲渡益重課
制度の不適用の延長

　法人が土地の譲渡等をした場合には、土地の譲渡
益に対して原則通常の法人税の他に、特別税率によ
る追加課税の適用停止を延長する。

（適用期限：平成 20 年 12 月 31 日）

消　費　税
住宅に係る消費税の抜本的見直し
　住宅は、国民の最も大切な生活基盤である。住宅
投資は、個人の資産形成であるが、且つ住み継がれ
ていく社会的資産としての側面を有し、将来に亘り
孫子の代まで安定した住生活を提供するという役
割を有する。
　これからの住宅は、社会的資産として長寿命な住
宅にふさわしい税体系の確立が必要である。住宅の
消費税は、現在でも住宅を取得する個人にとっては
一時的に重い負担であり、その引き上げは若い世代
の持家取得の夢を遠のかせ、住宅の質の向上を阻害
することになる。あわせて子育て世代の住宅取得の
選択肢を広げ、質の高い住宅流通市場の確立のため
にも、既存住宅の消費税も早急に見直すべきである。
　これからの社会では、住宅の財としての位置づけ

を明確にして、住宅の長寿命化にふさわしい住宅の
消費税についての本格的な議論が望まれる。
（1�）住宅の消費税については、中長期的には住宅
の長寿命化にふさわしい税のあり方の観点から、
抜本的な見直しを図るべきである。

（2�）短期的には、消費税率の引き上げに際しては、
住宅の取得に係る消費税は少なくとも現行水準
に据え置くべきである。

（3�）既存住宅の取得にかかる消費税は、非課税にす
べきである。

（現行は、個人間の取引は非課税、企業が買取りし、
再生・販売は課税）

◇�「住宅事業者向け超長期住宅講習会」
講師募集！

　長寿命な住宅づくりにおいて、何より重要なこと
は国民意識の啓発であり、特に消費者との接点に
ある住宅事業者の積極的な理解と参画を得るため、
長期優良住宅のしくみと超長期住宅モデル事業に
関する基礎的な知識を習得する講習会を実施する
ことになりました。その講習会の講師として、住宅
業界OBで住宅に習熟された方を広く募集いたしま
す。
【応募資格】　対象は、住宅業界OBの方等
1�．住宅の長寿命化に関心を持ち、大切に思われて
いる方
2�．建築における実務知識のある方（建築士の資格
者は、なお可）
【応募期間】　平成 20 年 8 月 26 日～ 9月 10 日
【募集人員】　　　　約 20 名
　＊�応募人数が予定を上回った場合、当方にて選考
させていただきます。

【応募先】　㈳住宅生産団体連合会内
　　　　　超長期住宅講習会事務局
〒 105-0001　港区虎ノ門 1-1-6　晩翠軒ビル 4F
　　　TEL：03-3592-6441　FAX：03-3592-6464
　内容は住団連HP http://www.JUDANREN.or.jp
にも掲載されますので、応募用紙をダウンロードし
てFAX、または、メールにて応募して下さい。
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＜委員会活動（7／ 16 〜 8 ／ 15）＞
○住宅税制・金融委員会	 （7/17）	 10:00 ～ 12:00
　・�平成 21 年度住宅土地税制改正要望（案）の取
りまとめについて

　・�フランスの住宅ローン利子税額控除制度につい
て

　・�日本経団連の税制要望について
　・�税制要望データ集（案）について
○中央イベント企画委員会	 （7/23）	 12:00 ～ 17:00
　・�「スーパーハウジングフェア in 東京」実施計画
について

　・�第 20 回住生活月間中央イベント関連企画につ
いて

○産業廃棄物分科会	 （7/24）	 13:30 ～ 15:30
　・�関東建設廃棄物共同組合との懇談会
　・�社会資本整備審議会 環境部会 建設リサイクル
推進施策検討小委員会　中央環境審議会 廃棄
物・リサイクル部会 建設リサイクル専門委員
会　　第 6回合同会合について

　・�建設九団体   6 月 10 日 建設副産物適正処理推
進WGについて

　・�環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業
廃棄物課  「産業廃棄物に関わる立入り検査及
び指導の強化」について

　・�㈳全国産業廃棄物連合会  「建設汚泥リサイク
ル製品評価のための自主基準」について

　・�住宅リフォーム推進協議会   第 41 回 廃棄物対
策特別委員会について

○政策小委員会	 （7/25）	 10:00 ～ 12:00
　・�平成 21 年度住宅土地関連税制改正要望について
　・�資産活用WG設立について
　・�国民推進会議の進捗状況について
○まちな・み力創出研究会	 （7/25）	 13:00 ～ 16:00
　・�新体制における活動テーマを、3テーマに集約・
整理するとともにリーダー、人員体制を決定

　・�セミナー開催グループより、本年度第 1回、第
２回の「小セミナー」の実施計画を報告し、そ
の概要について承認

○成熟社会居住研究会	 （7/28）	 13:00 ～ 16:00
　・�委員各社のライフスタイル調査をベースに、高
齢者専用賃貸住宅のターゲット像を模索

　・�「住生活月間　中央イベント」セミナーの講演
につき、園田先生ほか事業会社 3社で内定

　・�月次定例研究会とは別に、9 月 10 日㈬「関西
方面の高齢者施設見学会」を計画

○国民推進会議準備委員会	 （7/31）	 13:30 ～ 15:30

　・�依頼活動の状況報告、組織＆人事案、規約案等
資料の準備・記者発表・会見の用意・奥田会長
への事前説明案

　・支援団体依頼活動のお願い
　・�発起人会、 国民推進会議大会に向けて、企画案・
プレゼンおよび内容検討

○政策委員会	 （8/4）	 15:30 ～ 17:00
　・�国土交通省住宅局より、長期優良住宅の認定基
準・消費者行政推進基本計画の概要・低炭素社
会づくり行動計画ポイントについて

　・�平成 21 年度住宅土地関連税制改正要望について
　・�国民推進会議の進捗状況について
○建築規制合理化委員会WG	（8/5）	 13:00 ～ 16:00
　・�既存建築物の増築等における法適合性の確認取
り扱いについて

　・�建築士による重要事項説明について
○広報連絡会	 （8/6）	 13:00 ～ 15:00
　・�10 団体との情報交換
　・�各団体広報紙、リリースの発表
○環境管理分科会	 （8/7）	 10:00 ～ 12:00
　・�改正省エネルギー法 基準概要について
　・�「積み上げ法による建設段階の LCA調査」住
団連公表案について

　・�「総合環境展 2008」出展報告ならびにアンケー
ト結果について

　・�三井ホーム株式会社 環境報告書について
　・�松下電工株式会社 環境報告書について
　・�パナホーム株式会社 環境報告書について
○住宅消費税WG2	 （8/7）	 13:30 ～ 15:00
　・�7/18 住宅フォーラムの報告
　・�国民推進会議への協力体制について
　・�8/28 ㈭設立発起人会、記者会見の件
○住宅性能向上委員会WG	 （8/7）	 15:00 ～ 18:00
　・�省エネルギー法の改正について（トップラン
ナー基準の原案作成進捗状況等）

　・�低層住宅における省エネならびに CO2 削減に
係る普及啓発事業について

　・�経済産業省「ソーラー住宅普及促進懇談会」に
ついて

○工事CS・労務安全管理分科会	（8/8）	14:30 ～ 17:30
　・�建設業労働災害防止協会 「第 45 回 全国建設業
労働災害防止大会 in 福岡 」について

　・�足場に係る安全衛生規則改正案についての陳情
用資料について

　・�低層住宅建築工事の労働災害統計分析結果（そ
の 3）について


